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障害者権利委員会
朝鮮民主主義人民共和国の初回報告に関する事前質問事項[footnoteRef:1]＊ [1: ＊ 第16回会期と前作業グループ（2022年9月12－16日）で採択。] 

A. 目的及び一般的義務（第1～4条）
1. 委員会に対し、以下の事項について報告してください： 
(a) 障害のある人を指す際に「唖」(dumb)、「無能で不具」（incapable and cripples）、「廃疾」（invalid）、「部分的または完全な無能力」（partially or totally incompetent）、「狂気」（insane）といった障害のある人をおとしめる用語の使用を廃止するための措置；
(b) 法令を条約規定に調和させる取り組みの進捗状況；
(c) 障害のある人の権利、特に農村部及び遠隔地に住む障害のある女性及び子どもの権利実現に向けた現行政策及び国家戦略（実施期間、目標、人的・技術的・財政的資源の配分を含む）；
(d) 障害のある人とその代表組織が、条約実施に完全かつ実効的に参加することを確保する仕組み； 
(e) 条約の選択議定書の批准計画；
(f) 障害のある人の権利に関する特別報告者の2017年の訪問及びその後の勧告以降、障害のある人の状況改善のために講じられた措置；
(g) 障害のある人の保護のための国家戦略行動計画（道（provincial）・区域（district）・県レベルでの実施に向けた期限付き目標値を含む）及び全国のすべての障害のある人がその実施から平等に恩恵を受けるための予算配分。

B. 具体的権利（第5～30条）
平等及び無差別（第5条）
2. 講じた以下の措置について委員会に報告してください：
(a) 刑事訴訟法、民事訴訟法、児童権利保護法、改正社会主義労働法、公衆衛生法及び社会主義憲法などの法令において、障害に基づくあらゆる形態の差別（複合差別及び交差差別を含む）を明確に禁止する措置；
(b) 公的・民間部門で、合理的配慮の拒否を、障害に基づく差別の一形態として認識するための措置。
障害のある女性（第6条）
3. 以下の事項に関する情報を提供してください：
(a) 農村部・遠隔地を含めて障害のある女性及び少女とその代表組織が、ジェンダー平等、女性のエンパワーメント及び全ての女性と少女に影響するその他の問題に関するプログラムの策定・実施に参加することを保証するための措置； 
(b) 政策、計画、戦略及び予算が、障害のある女性と少女を含んでいることを確実にするための措置；
(c) 機能障害を理由に、障害のある若い女性に対し「自己犠牲」を強いる慣行、すなわち障害のある退役軍人と自発的に結婚するよう圧力をかけ、それが国への貢献の一部とされる慣行；
(d) 障害のある女性及び少女とその代表組織の、障害者保護中央委員会（Central Committee for the Protection of Persons with Disabilities）への参加と関与。
障害のある子ども（第7条）
4. 以下の事項に関する情報を提供してください： 
(a) 家庭内や家族外の擁護での隔離から障害のある子どもを保護し、障害のある子ども、その家族と養育者に対するサービスと支援を提供するために講じた措置；
(b) 精神（psychosocial）障害や知的障害のある子どもを含む、障害のある子どもが、自身に影響を及ぼす事項について効果的に参加し、意見を表明できるようにするための、現在実施されている制度。
意識の向上（第8条）
5. 以下の措置について委員会に報告してください：
(a) 障害のある人、その保護者・家族、関連専門職グループ、及びあらゆるレベルの政府職員（訳注　中央政府とすべての地方自治体の職員）に対し、全ての障害のある人の権利と尊厳に関する認識を高める；
(b) メディアが、障害のある人の技能、長所、能力、社会への貢献を認識し、障害のある人の肯定的なイメージを発信するよう促す；
(c) 特に地方及び遠隔地域において、精神障害や知的障害、その他の障害（脳性麻痺、自閉症、ダウン症、二分脊椎、低身長症など）についての認識を高める。
アクセシビリティ（第9条）
6. 以下の措置について委員会に最新情報を提供してください：
(a) 特に地方及び遠隔地域にのアクセシビリティを改善するための、また、物理的環境、交通、情報通信技術、施設及びサービスのアクセシビリティ基準を遵守するための、省庁間プログラムを実施する；
(b) 公共調達法や政策で、物品及びサービスに関するアクセシビリティ及びユニバーサルデザイン要件を確保する；
(c) アクセシビリティに関する法的義務を達成するための長期的指針（road map）に対応・実施する。
生命に対する権利（第10条）
7. 障害を持って生まれた子どもに対する嬰児殺しの慣行を根絶し、その子どもたちの発達のための安全でアクセシブルなケアと法的保護を提供するための措置について情報を提供してください。
危険な状況および人道的緊急事態（第11条）
8. 障害のある人の、その代表する組織を通じた参加のためのものを含め、以下の措置について情報を提供してください：
(a) 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）パンデミックや、将来のあらゆる健康上の緊急事態、気候変動に照らして、対象を絞った持続可能な人道的緊急事態枠組みを確立する。これには、障害のある人の喫緊の及び長期的なニーズを満たす支援の提供を保証する措置を含む。
(b) COVID-19予防プログラムの範囲（scope）、ワクチンの利用に関するアクセシブルな情報を提供する；
(c) 2015-2030年仙台防災枠組及びパリ協定を実施する。
法律の前にひとしく認められる権利（第12条）
9. 以下の措置について情報を提供してください：
[bookmark: _40hkfnsp4t53](a) すべての障害のある人、特に精神障害のある人や知的障害のある人が、生活のあらゆる分野において法的能力を享有することを保証する；
(b) 委員会の一般的意見第1号（2014年）を考慮し、後見制度その他の代理意思決定制度を支援付き意思決定制度に置き換える；
（訳注　一般的意見第1号は、「第12条：法律の前における平等な承認」についてのもの。）
(c) 障害のある女性を含む障害のある人が、公的および私的分野にで、財産を所有・相続し、自身の財務を管理し、銀行融資、住宅ローン、その他の金融信用サービスや銀行手続きに平等にアクセスする権利を保証する。
司法手続の利用の機会（第13条）
10. 以下の措置について情報を提供してください：
(a) 障害のある女性を含む全ての障害のある人が、他の人と平等に、法的手続きの全段階で完全かつ実効的な司法へのアクセスを保障されるよう、法律及び慣行を整備する。これには、手続き的配慮や年齢に応じた配慮の提供、アクセシブルな情報の提供を含む；
(b) 司法分野で、障害のある人の雇用促進を図る；
(c) 裁判官、法律専門家、裁判所職員、警察官や刑務官など、法執行官の研修カリキュラムを見直し、条約の規定と基準を組み込み、そのプロセスに障害のある人とその代表組織を関与させる；
(d) 差別、虐待、権利侵害に関する苦情を申し立てるための、アクセシブルでジェンダーに配慮し、年齢に応じた複数のメカニズムを提供し、司法へのアクセスのバリアをなくす。
身体の自由及び安全（第14条）
11. 以下の情報を提供してください：
[bookmark: _xuv9eprm6mn1](a) 実際の機能障害または機能障害があると見なされることを理由に自由の剥奪を認める法律の見直し、及び廃止に向けた措置（特に精神障害、知的障害のある人に関して）；
(b) 病院、施設、精神保健施設、寄宿学校、刑務所、拘置所、その他自由が剥奪される施設での障害のある人のデータ（性、年齢、機能障害の種類別に分類）と、違法な拘禁の申し立てが争われた事例；
(c) 精神医療施設、刑務所、拘禁施設などあらゆる自由剥奪のある場所での、障害のある人の権利と、尊厳・自由・安全の尊重に関する、医療専門職、刑務所職員その他のスタッフを対象とした研修プログラムの情報。
[bookmark: _3hbr57ljc53v](d) 障害のある人、特に施設内または地方・遠隔地域に住む、障害のある女性と少女、及び精神障害のある人や知的障害のある人が、公の集会への参加や友人との交流を許可されていない事例。
拷問または残虐な、非人道的若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰からの自由（第15条）
12. 以下の事項について委員会に報告してください：
(a) 拘禁中の障害のある人に対する暴力、拷問または残虐な、非人道的若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰を防止するための措置； 
(b)管理所（政治犯強制収容所）（kwanliso political prison camps）に拘禁されている障害のある人に対する処遇、特に障害のある女性・子ども及び高齢者について、以下の項目を含む分類されたデータ及び記録：被拘禁者の数、帰せられた犯罪、科された刑罰、労働体制、食事体制、水・衛生設備へのアクセス、医療サービスへのアクセス、被拘禁者の治療；
(c)管理所に拘禁されている障害のある人、特に障害のある女性及び子どもの解放。
搾取、暴力及び虐待からの自由（第16条）
13. 以下の措置について情報を提供してください：
(a) 身体的・化学的拘束の使用、心理的暴力、屈辱的扱い、身体的移動の制限など、あらゆる形態の搾取、暴力及び虐待の防止、これとの闘い；
(b) 加害者への制裁の実施、及び被害者の救済（総合的なリハビリテーションを含む）の提供；
(c) 障害のある女性と少女の、ジェンダーに基づく暴力からの保護。
個人をそのままの状態で保護すること（第17条）
14. 以下の事項に関する情報を提供してください：
(a) 障害のある人、特に障害のある女性や少女、精神障害のある人や知的障害のある人が、自由かつ十分な情報に基づく同意なしに、強制不妊手術、避妊、中絶を含む、あらゆる形態の強制的又は強要された医療処置を受けることから保護するための措置；
(b) 精神科医療施設、刑務所、拘置所、寄宿学校、その他全ての施設及び家庭内での、拘束器具使用、身体的・化学的拘束、強制治療を禁止するための法的措置。
移動の自由及び国籍についての権利（第18条）
[bookmark: _1zdurgk771ef]15. 以下の措置について委員会に報告してください：
(a) 条約に基づき、全ての障害のある子どもが出生時に登録されるようにし、障害別、性別、都市部・農村部の地理的場所別に分類した出生登録データを準備・保持する； 
(b) 事前移動許可の要求や主要道路上の検問所など、障害のある人の移動に対する締約国内の全ての制限を廃止する；
(c) 障害のある人の安全と福祉を損なうような、居住地域（population centre）やケアセンターから障害のある人を国外退去（deportation）または移転（removal）させることを防止し、障害のある人が平壌首都圏に居住するための特別な条件を撤廃すること。
（訳注　北朝鮮は平壌に住むためには、「平壌居住資格制度」として、身分が一定以上であること、国家への忠誠度が高いこと、健康であることなど、特別な条件が課されている。障害のある人は健康である面などで制度に抵触するとされている。ただし、「平壌居住資格制度」という法律は存在せず、行政法規や朝鮮労働党の内部指針などが組み合わされた統制システムで管理されているとされる。）
自立生活と地域社会へのインクルージョン（第19条）
16. 委員会一般的意見第5号（2017年）及び緊急時を含む脱施設化に関するガイドライン[footnoteRef:2]を踏まえ、以下の情報を提供してください： [2:  CRPD/C/27/3.] 

（訳注　一般的意見第5号は、「第19条：自立した生活及び地域社会への包容に関する一般的意見」）
(a) 障害のある人（障害のある女性と少女を含む）が自立した生活を送り、地域社会に包摂される権利を促進するための規制の実施状況と、障害のある人の、居住地や他者と平等な立場でどこで誰と生活するかの選択を妨げる規制の廃止に向けた取り組み；
(b) 施設居住者の数に関するデータ（機能障害の種類、性別、年齢別に分類）;
(c) 脱施設化プログラムと戦略（実施期間や割り当てられた具体的資源を含む）、並びに孤児院、グループホームその他の施設の設立を促進する法律の改正;
(d) 障害のある人の権利保護・促進に関する国家戦略計画の実施結果に関する情報。特に、一般住民向けの地域サービス・施設が、農村部や遠隔地に住む人を含めた障害のある人にも平等に利用可能であり、そのニーズに応えるようになっているかという観点からのもの；
(e) 特に障害のある孤児と避難民の障害のある子どもに関して、施設入所を終わらせるために講じられた措置；
(f) 精神（psychosocial）障害のある人への、地域に根ざした支援サービスの利用可能性。
個人の移動を容易にすること（第20条）
17. 委員会に対し、以下の事項について情報提供をしてください： 
(a) 農村部及び遠隔地域で、移動補助具、補助器具、その他の支援機器、動物による支援、仲介者、情報通信技術の提供など、障害のある人の移動能力向上を支援する措置；
(b) より優れたサービスの質と人間工学的特性を備えた支援機器の提供を保証するための、その製作に関する技術訓練（障害のある人を対象としたものを含む）；
(c) 障害のある人に移動のスキルの訓練をできる専門家の養成・訓練のために講じられた措置。
表現及び意見の自由並びに情報の利用の機会（第21条）
18. 委員会に対し、以下の事項について報告してください：
[bookmark: _i7tpi4vid72t](a) 障害のある人（精神障害のある人や知的障害のある人を含む）と障害者権利活動家の表現の自由を促進・保護するための法律及び政策；
(b) 手話言語、点字、音声・触覚情報、代替・増強（augmentative）コミュニケーション、分かりやすい版（Easy Read）、ピクトグラムなど、適切なコミュニケーション手段・方法・形式を通じて、あらゆる環境で、一般の人に提供されていて利用できる、情報通信技術やその他のサービスのアクセシビリティ向上に向けた措置； 
[bookmark: _Hlk219053551](c) 朝鮮語文字認識・変換プログラムを視覚障害のある人にアクセシブルにすることの進捗状況、及び朝鮮語文字で書かれた文を朝鮮点字に変換するプログラムの実施状況（報告提出時点で締約国が開発中であったもの）[footnoteRef:3]。 [3:  CRPD/C/PRK/1、パラグラフ129。] 

(d) 支援技術の状況に対応した（adaptive）調達及び投資を確保するための措置；
(e)朝鮮手話を公用語として認めたことを踏まえ、生活のあらゆる分野で手話言語が使われるようにする措置。
プライバシーの尊重（第22条）
19. 障害のある人、特に障害のある女性や少女のプライバシーを尊重し、生活のあらゆる分野において、このプライバシー権を尊重しないことに対する制裁や救済の実施のために講じた措置について示してください。
家庭と家族の尊重（第23条）
20. 以下の措置に関する情報を提供してください：
(a) 差別なく、自由意思による同意に基づき、他者と平等な立場で、住居、婚姻、家族、親権（子どもの養子縁組及び里親となる権利を含む）及び関係（relationships）に関する権利を障害のある人が享受することを妨げる、全ての差別的法律の廃止；
(b) 障害のある子どもを持つ親や家族が利用できるサービスの強化。これには、家族の分離を防止し、障害のある家族メンバーの施設入所を抑制するための、早期介入・支援サービス、資源、訓練の提供などがある。
(c) 障害のある親が親としての役割を果たすための支援の提供、その子どもを強制的に引き離し施設に収容する行為の阻止。
教育（第24条）
21. 以下を提供してください：
(a) 合理的配慮の拒否などの差別をなくし、全ての障害のある人に対するインクルーシブ教育を促進するための規制、政策及びプログラムの採択に関する情報；
(b) インクルーシブでアクセシブルな学校の設立、教育機関で働く教員や職員に対するインクルーシブ手法の研修、アクセシブルな教材、コミュニケーション手段・方法の提供のための十分な資源配分に関する情報；
(c) 9歳から16歳の子どもに義務付けられている中等教育の対象となる、障害のある生徒を特定し登録するための措置に関する情報；
(d) 障害のある学齢期の子どもの全教育段階の修了率、および教育を受ける機会を奪われている障害のある子どもの割合に関する統計データ（都市部と農村部の両方で、年齢、性、学校段階、機能障害の種類別に分類）；
(e) 分離された特別教育からインクルーシブ教育への移行、及び、障害のある子どもに対する9年制カリキュラムを、国家が提供する標準的な12年制義務教育カリキュラムに合わせるために延長する措置に関する情報；
(f) 大学に入学した障害のある人の数のデータ（年齢、性、機能障害の種類及び専攻分野別に分類）； 
(g) 障害のある人、特に障害のある女性、精神障害のある人や知的障害のある人が高等教育にアクセスできるよう奨励し、大学やカレッジのアクセシビリティを改善して障害のある学生が質の高い高等教育を受けられるようにするための措置に関する情報。
健康（第25条）
22. 以下を保証するために講じた措置について委員会に報告してください：
(a) 質の高い医療施設・設備への、物理的およびデジタル・アクセシビリティと利用可能性、それに伴う合理的配慮の提供、および全ての障害のある人（特に農村地域）に対するサービス提供。
[bookmark: _Hlk219563523](b) 障害のある女性と少女、精神障害のある人や知的障害のある人を含む、全ての障害のある人に対する、妊産婦保健、家族計画、避妊を含む性と生殖の保健医療へのアクセス。
(c) 検査、ワクチン、情報へのアクセスなどのCOVID-19関連サービスの提供の際の、障害のある人の優先；
(d) アクセシビリティを確保するための、インクルーシブな医療サービス、合理的配慮、医療施設の点検・改修に対する十分な資源配分；
(e) 医療の提供主体がどこであるかを問わず、すべての障害のある人が、医薬品を含む無料医療サービスを利用できることを保証するための措置。
ハビリテーション、リハビリテーション（第26条）
23. 以下の事項について委員会に報告してください： 
(a) 障害のある人向け支援機器の提供、精神障害のある人への適切な支援など、利用しやすいハビリテーション・リハビリテーション・社会復帰サービスの整備状況； 
(b) 地域に根ざしたリハビリテーションサービスが全国で提供されるための措置。
労働及び雇用（第27条）
24. 以下の情報を提供してください：
(a) 公的部門と民間部門の両方での、障害のある人の雇用状況に関するデータ（性、年齢、機能障害の種類、雇用期間別に分類）。特に障害のある女性を対象とした雇用機会拡大のための措置（正規雇用部門の障害のある人の増加を図る戦略によるものを含む）。
(b) 職場での障害のある従業員への合理的配慮の提供を確保し、合理的配慮の拒否に対する罰則と救済措置を保証するために講じられた措置；
(c) 2016-2020年国家経済開発戦略（National Strategy for Economic Development 2016–2020）が実施されたことによる障害のある人のインクルージョンの進展及び効果（具体的な目標とその達成状況を含む）；
(d) すべての障害のある人、特に障害のある女性が、あらゆる職業に従事する権利を回復し、職場のハラスメント対策（予防対策（safeguard policy）によるものを含む）を通じて、安全な労働環境を確保する計画；
(e) 社会主義労働法に規定さている、障害のある労働者への補助金提供のために、締約国が講じた措置。
相当な生活水準及び社会的な保障（第28条）
25. 以下の事項に関する情報を提供してください：
(a) 農村部と都市部での、とくに障害のある女性と子どもに配慮した、全ての障害のある人の生活水準向上と社会保護プログラムの拡充のために講じられた予算措置その他の措置；
(b) 障害のために生ずる費用を軽減するための、支援機器やパーソナルアシスタンスの提供などの財政的支援の受けやすさ。また、貧困削減計画の対象となる受給資格；
(c) 政府支援の受給資格を得るために必要な障害証明書の取得を容易にする手続き；
(d) 社会主義建設のために兵役に従事した障害のある人、および農村部や都市部居住者を含むすべての障害のある人に対する、社会保護上のさまざまな給付。

政治的及び公的活動への参加（第29条）
26. 以下の情報を提供してください：
(a) 投票所及び投票用具を障害のある人に完全にアクセシブルなものする措置；
(b) 最高人民会議（Supreme People’s Assembly）を含め、公的機関において意思決定職に就いている障害のある人（障害のある女性を含む）の割合のデータ。
文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツへの参加（第30条）
27. 障害のある人が国際障害者スポーツ大会に参加する機会を提供するための措置、および信頼性のある文化的・娯楽的スポーツプログラムを開発するための措置に関する情報を提供してください。
C. 特定の義務（第31～33条）
統計及び資料の収集（第31条）
28. 障害のある人に関する分類されたデータ収集のために講じた措置、ワシントン・グループ短縮質問セットの使用状況（農村・遠隔地及び都市部の人に関するものを含む）、障害のある人とその代表組織がこの過程で緊密に協議に参加し、実質的に関与する方法について委員会に報告してください。
国際協力（第32条）
29. 障害に特化したプロジェクト、協定、プログラム（特に「持続可能な開発のための2030アジェンダ」の実施に関連するもの）への国際協力を支援する際に、障害のある女性や少女の組織を含め、障害のある人が関与するためのプログラムと戦略（予算配分を含む）について説明してください。
国内における実施及び監視（第33条）
30. 以下の情報を提供してください： 
(a) 条約を実施するための現行の体制、指定された連絡先（focal point）、調整メカニズム（第33条(1)）。第33条(2)で要求される条約の実施状況を監視するための、人権の促進及び保護のための国内機関の地位に関する原則（パリ原則）に準拠した、独立した機関を設置するための措置；
(b) 独立した機関の現状、権限、資源に関する最新情報。障害のある人とその代表組織が国内実施プロセスや監視メカニズムにどのように関与しているか。

(翻訳・佐藤久夫、岡本 明)
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